
（１）第１号被保険者の推計 
　北九州市における第１号被保険者の推計では、65歳以上の合計では令和３（2021）年度の
29万２千人をピークとして、その後は減少する見込みです。一方で要介護認定率が高くなる
75歳以上の後期高齢者は今後も増加し続け、その中でも85歳以上は、令和17(2035)年度
には約７万１千人になることが予想されます。 

（２）年齢階層別要介護認定率  
　要介護認定率（第１号被保険者数に対する要介護認定者数の割合）を年齢別に見ると、令和
５(2023)年３月において、65歳以上75歳未満は5.6％、75歳以上85歳未満は21.7％と上昇
していき、85歳以上では65％となっています。このように認定率を年齢階層別に分けて見た
場合、高齢になるにつれ認定率が大きく上昇していることや全国平均を上回っていることが
わかります。

１ 第１号被保険者の推計と要介護認定者数

（単位：人／月）

（2019） （2020） （2021）
R４

（2022） （2023） （2025） （2030） （2035） （2040）

65歳以上
75歳未満

75歳以上
85歳未満

85歳以上

第１号被保険
者数

※ 令和元年度～令和４年度は実績値（９月時点）、令和５年度以降は推計値。

【出所】令和 4（2022）年度までは各年 9月末現在の住民基本台帳登録数

 ※令和 5（2023）年度以降は北九州市の年齢別人口を基に独自推計している

 　ため、国立社会保障・人口問題研究所推計等とは異なる
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【図表 1 第 1 号被保険者の推移】
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（３）要介護認定者数の推移  
　本市における要介護認定者数の推計では、全体数は今後も緩やかに増加を続け、令和17
（2035）年頃にピークの約７万３千人となる見込みです。また、高齢者人口に対する後期高齢者
人口の占める割合の増加等により、要介護認定率も同様に令和17（2035）年度まで上昇するこ
とが見込まれます。 

【出所】北九州市認定率 市独自集計の実績値

全国認定率 厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」
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【図表２ 年齢階層別要介護認定率】 令和 4（2022）年度末時点

【図表３　要介護認定者数及び要介護認定率の推移】

 ※第２号被保険者を除く

（単位：人／月）

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

※ 令和4（2022）年度までは3月末実績値 、令和5（2023）年度以降は推計値。

要介護認定者数

要介護認定率

※第２号被保険者を除く

［出所］令和 4（2022）年度までは市確定値、令和 5（2023）年度以降

　　　 は北九州市の年齢別人口を基に独自推計
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（１）日常生活圏域とは 
　日常生活圏域は、地域の実情を踏まえた介護サービス基盤の整備を計画的に推進していく
ことを目的として、介護保険法の改正により平成18(2006)年度から設定されました。 
　市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを
提供するための施設の整備の状況等を総合的に勘案して、高齢化のピーク時までに目指すべ
き地域包括ケアシステムを構築する区域を念頭において、中学校区単位等、地域の実情に応
じた日常生活圏域を定めることとされています。 

（２）日常生活圏域の設定について 
　本市においては第８期介護保険事業計画に引き続き、地域包括支援センターが設置されて
いる24か所に圏域を設定しています。 

2 日常生活圏域の設定

圏域区分 小学校区（目安）

門司１ 大積、白野江、柄杓田、松ヶ江北、松ヶ江南

門司２ 田野浦、港が丘、小森江（旧小森江東）、門司中央、門司海青

門司３ 小森江（旧小森江西）、大里東、大里南、大里柳、西門司、萩ケ丘、藤松

小倉北１ 足原、霧丘（小倉南区を除く）、桜丘、寿山、富野

小倉北２ 足立、貴船、小倉中央、三郎丸、中島、藍島、城野（小倉南区を除く）

小倉北３ 到津、井堀、中井、西小倉、日明、高見（八幡東区を除く）

小倉北４ 泉台、今町、清水、南丘（小倉南区を除く）、南小倉

小倉南１ 朽網、曽根、曽根東、田原、貫、東朽網

小倉南２ 葛原、高蔵、沼、湯川、吉田

小倉南３ 横代、若園、城野（小倉北区を除く）、北方、霧丘（小倉北区を除く）

小倉南４ 守恒、徳力、広徳、企救丘、志井、長尾、南丘（小倉北区を除く）

小倉南５ 長行、合馬、市丸、新道寺、すがお

若松１ 赤崎、くきのうみ、小石、深町、若松中央、藤木

若松２ 青葉、江川、鴨生田、高須、花房、二島、ひびきの（八幡西区を除く）

八幡東１ 祝町、枝光、高槻、高見（小倉北区を除く）、槻田、ひびきが丘

八幡東２ 大蔵、河内、皿倉、花尾（八幡西区を除く）、八幡

八幡西１ 赤坂、浅川、医生丘、折尾東、本城、光貞、ひびきの（若松区を除く）

八幡西２ 永犬丸、永犬丸西、折尾西、則松、八枝

八幡西３ 青山、穴生、熊西、竹末、萩原、引野

八幡西４ 黒畑、黒崎中央、筒井、鳴水、花尾（八幡東区を除く）

八幡西５ 大原、上津役、塔野、中尾、八児

八幡西６ 池田、香月、楠橋、木屋瀬、千代、星ヶ丘

戸畑１ あやめが丘、戸畑中央、中原

戸畑２ 一枝、大谷、鞘ヶ谷、天籟寺、牧山

【日常生活圏域】
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（３）日常生活圏域ごとの概況

※令和5（2023）年10月時点北九州市介護保険事務処理システム内情報に基づく数値（一部、推計値）

※高齢化率は、第1号被保険者数を日常生活圏域内人口（推計値）で除したもの（他市町村住所地特例者、適用除外施設入所者を考慮していないため、参考数値）

※被保険者数及び要介護認定者数は、第2号被保険者を含まない

日常生活圏域別　被保険者数 ・ 要介護認定者数 （令和 5（2023）年 10 月時点）
（単位 ： 人）

要介護認定者数②

（認定者
率）
②/①

門司１
大積・白野江・柄杓田・松ケ江北・松
ケ江南

門司２
田野浦・港が丘・小森江（旧小森江
東）・門司中央・門司海青

門司３
小森江（旧小森江西）・大里東・大里
南・大里柳・西門司・萩ケ丘・藤松

小倉北１
足原・霧丘（小倉南区を除く）・桜
丘・寿山・富野

小倉北２
足立・貴船・小倉中央・三郎丸・中
島・藍島・城野（小倉南区を除く）

小倉北３
到津・井堀・中井・西小倉・日明・高
見（八幡東区を除く）

小倉北４
泉台・今町・清水・南丘（小倉南区を
除く）・南小倉

小倉南１
朽網・曽根・曽根東・田原・貫・東朽
網

小倉南２ 田吉 ・川湯・沼・蔵高・原葛

小倉南３
横代・若園・城野（小倉北区を除
く）・北方・霧丘（小倉北区を除く）

小倉南４
守恒・徳力・広徳・企救丘・志井・長
尾・南丘（小倉北区を除く）

小倉南５ 長行・合馬・市丸・新道寺・すがお

若松１
赤崎・くきのうみ・小石・深町・若松
中央・藤木

若松２
青葉・江川・鴨生田・高須・花房・二
島・ひびきの（八幡西区を除く）

八幡東１
祝町・枝光・高槻・高見（小倉北区を
除く）・槻田・ひびきが丘

八幡東２
大蔵・河内・皿倉・花尾（八幡西区を除
く）・八幡

八幡西１
赤坂・浅川・医生丘・折尾東・本城・
光貞・ひびきの（若松区を除く）

八幡西２
永犬丸・永犬丸西・折尾西・則松・八
枝

八幡西３ 青山・穴生・熊西・竹末・萩原・引野

八幡西４
黒畑・黒崎中央・筒井・鳴水・花尾
（八幡東区を除く）

八幡西５ 大原・上津役・塔野・中尾・八児

八幡西６
池田・香月・楠橋・木屋瀬・千代・
星ヶ丘

戸畑１ あやめが丘・戸畑中央・中原

戸畑２ 一枝・大谷・鞘ヶ谷・天籟寺・牧山

日常生活
圏域

小学校区
被保険者数

①
高齢化率 軽度

（要支援１・２、要
介護１）

中度
（要介護２、３）

重度
（要介護４、５）

戸畑区合計

合　　計

門司区合計

小倉北区合計

小倉南区合計

若松区合計

八幡東区合計

八幡西区合計
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（１）介護サービス利用者数の見込み  
　介護保険制度が開始された平成12(2000)年度以降の推移を見ると、全体の介護サービス
利用者は、要支援１・２の介護サービスの一部が地域支援事業へ移行したこと等により一旦減
少しました。しかし、本市では今後も後期高齢者人口の増による要介護認定者数の増加等を要
因として、介護サービスの利用者数が引き続き増加する見込みであり、令和７(2025)年度時
点で全体で５万人を超え、令和17(2035)年度には、５万３千人になることが見込まれます。 

3 介護給付等対象サービスの量の見込み

※在宅サービスには特定施設入居者生活介護（地域密着）と認知症対応型共同生活介護は含まない

46,937 46,990 48,196 48,602 48,885 50,666 51,151 51,729 52,654 53,258 51,477 47,838 45,569

在宅サービス利用者 32,743 32,934 34,160 34,738 35,062 36,902 37,276 37,586 38,158 38,477 36,910 34,310 32,833

施設・居住系サービス利用者 14,193 14,056 14,036 13,864 13,823 13,764 13,875 14,143 14,496 14,781 14,567 13,528 12,736

出所　北九州市独自推計

 利用者（実人数）

 介護サービス利用者

R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

【図表 4　介護サービス利用者数の推移と今後の推計】
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（2）第８期サービス利用実績と第９期サービス利用見込み 
　第９期については、サービス種別ごとの利用率や利用回数の実績などから、以下の利用量
を見込んでいます。

【第８期サービス利用実績】 
単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

訪問介護 回/月 訪問介護

訪問入浴介護 回/月 訪問入浴介護

訪問看護 回/月 訪問看護

訪問リハビリテーション 回/月 訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導 人/月 居宅療養管理指導

通所介護 回/月 通所介護

通所リハビリテーション 回/月 通所リハビリテーション

短期入所生活介護 日/月 短期入所生活介護

短期入所療養介護 日/月 短期入所療養介護

福祉用具貸与 人/月 福祉用具貸与

特定福祉用具販売 人/月 特定福祉用具販売

住宅改修 人/月 住宅改修

特定施設入居者生活介護 人/月 特定施設入居者生活介護

居宅介護支援 人/月 居宅介護支援

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防訪問入浴介護 回/月 介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護 回/月 介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション 回/月 介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導 人/月 介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション 人/月 介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護 日/月 介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護 日/月 介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与 人/月 介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売 人/月 特定介護予防福祉用具販売

住宅改修（予防） 人/月 住宅改修（予防）

介護予防特定施設入居者生活介護 人/月 介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防支援 人/月 介護予防支援

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/月 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護 人/月 夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護 回/月 認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護 人/月 小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 人/月 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（定員が29人以下の特別養護老人ホーム）

人/月
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護
（定員が29人以下の特別養護老人ホー

看護小規模多機能型居宅介護 人/月 看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護 回/月 地域密着型通所介護

地域密着型特定施設入居者生活介護 人/月 地域密着型特定施設入居者生活介護

単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人/月 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設 人/月 介護老人保健施設

介護医療院 人/月 介護医療院

介護療養型医療施設 人/月 介護療養型医療施設

※厚生労働省「見える化システム」将来推計より。
※厚生労働省「見える化システム」将来推計より。

  令和３（2021）年度、令和４（2022）年度は介護保険事業状況報告実績、令和５（2023）年度は実績見込値（8 月利用分までを使用）。
※認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、グループホームは予防給付を含む。

※認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、グループホームは予防給付を含む。

介護給付 介護給付

在

宅

予防給付 予防給付

在

宅

※介護給付：「要介護１～要介護５」の人に対する介護サービス
　予防給付：「要支援１・要支援２」の人に対する介護サービス

※介護給付：「要介護１～要介護５」の人に対する介護サービス
　予防給付：「要支援１・要支援２」の人に対する介護サービス

介護給付 介護給付

地

域

密

着

介護給付 介護給付

施

設

在 

宅

在 

宅

地
域
密
着

施 

設
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【第９期(令和６(2024)年度～令和８(2026)年度)サービス利用見込量】 
※介護サービスの見込量には、地域医療構想及び第8次医療計画における、慢性期機能から介護
施設・在宅サービス等への転換等による追加需要分を含んでいる。 

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

訪問介護 回/月

訪問入浴介護 回/月

訪問看護 回/月

訪問リハビリテーション 回/月

居宅療養管理指導 人/月

通所介護 回/月

通所リハビリテーション 回/月

短期入所生活介護 日/月

短期入所療養介護 日/月

福祉用具貸与 人/月

特定福祉用具販売 人/月

住宅改修 人/月

特定施設入居者生活介護 人/月

居宅介護支援 人/月

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護予防訪問入浴介護 回/月

介護予防訪問看護 回/月

介護予防訪問リハビリテーション 回/月

介護予防居宅療養管理指導 人/月

介護予防通所リハビリテーション 人/月

介護予防短期入所生活介護 日/月

介護予防短期入所療養介護 日/月

介護予防福祉用具貸与 人/月

特定介護予防福祉用具販売 人/月

住宅改修（予防） 人/月

介護予防特定施設入居者生活介護 人/月

介護予防支援 人/月

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/月

夜間対応型訪問介護 人/月

認知症対応型通所介護 回/月

小規模多機能型居宅介護 人/月

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 人/月

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

（定員が29人以下の特別養護老人ホーム）
人/月

看護小規模多機能型居宅介護 人/月

地域密着型通所介護 回/月

地域密着型特定施設入居者生活介護 人/月

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 人/月

介護老人保健施設 人/月

介護医療院 人/月

介護療養型医療施設 人/月 ー ー ー

介護給付

予防給付

介護給付

介護給付

在 

宅

在 

宅

地
域
密
着

施 

設

※介護給付：「要介護１～要介護５」の人に対する介護サービス
　予防給付：「要支援１・要支援２」の人に対する介護サービス

※厚生労働省「見える化システム」将来推計より。
※認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、グループホームは予防給付を含む。
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（３）地域密着型サービス量の見込み等  
① 圏域別定員（施設・居住系） 

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

増加量
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度
増加量

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

増加量

門司１

門司２

門司３

小倉北１

小倉北２

小倉北３

小倉北４

小倉南１

小倉南２

小倉南３

小倉南４

小倉南５

若松１

若松２

八幡東１

八幡東２

八幡西１

八幡西２

八幡西３

八幡西４

八幡西５

八幡西６

戸畑１

戸畑２

増床

合計

圏域

地域密着型介護老人福祉施設（人）
（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

地域密着型特定施設入居者生活介護（人）
（定員29人以下の介護付き有料老人ホーム）

認知症対応型共同生活介護（人）
（グループホーム）

※　圏域別定員については予定であり、公募の実施状況により整備圏域は変動する場合がある。
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② サービス利用量の見込み 
【在宅系サービス（日常生活圏域別）】

6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度 6年度 7年度 8年度

門司１

門司２

門司３

小倉北１

小倉北２

小倉北３

小倉北４

小倉南１

小倉南２

小倉南３

小倉南４

小倉南５

若松１

若松２

八幡東１

八幡東２

八幡西１

八幡西２

八幡西３

八幡西４

八幡西５

八幡西６

戸畑１

戸畑２

合計

圏域

小規模多機能型
居宅介護(人／月)

認知症対応型通所介護
(回／月)

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護   (人／月)

看護小規模多機能型
居宅介護   (人／月)
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【施設・居住系サービス（日常生活圏域別）】

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

令和
６年度

令和
７年度

令和
８年度

門司１

門司２

門司３

小倉北１

小倉北２

小倉北３

小倉北４

小倉南１

小倉南２

小倉南３

小倉南４

小倉南５

若松１

若松２

八幡東１

八幡東２

八幡西１

八幡西２

八幡西３

八幡西４

八幡西５

八幡西６

戸畑１

戸畑２

増床

合計

圏域

地域密着型介護老人福祉施設（人/月）
（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

認知症対応型共同生活介護（人/月）
（グループホーム）

地域密着型特定施設入居者生活介護(人/月)
(定員29人以下の介護付き有料老人ホーム)

（４）高齢者福祉施設等の整備及びサービス利用量の見込み  

　① 整備にあたっての基本的な考え方 
（ア）国の「第９期介護保険事業計画の基本指針」を踏まえながら、いわゆる団塊ジュニア世代

が65歳以上となる令和22(2040)年を見据え、本市の実情に応じた介護サービス基盤の
整備に努めるとともに、地域包括ケアシステムの深化・推進に取り組みます。 

（イ）介護サービス基盤の整備においては、人口構造の変化や技術進歩等に対応した質の高い
介護サービスを提供できるよう、人材確保・人材育成の充実や、介護ロボット・ＩＣＴ等を活用
した介護現場の働き方改革などの取組みを支援し、持続可能なサービス提供体制の確保
に努めます。 

（ウ）また、施設整備にあたっては、地域の介護等の拠点施設として、地域交流スペース等を活
用した地域との連携に取り組む等、地域に開かれた施設づくりを推進します。 
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（エ）高齢者が介護や医療が必要となっても、自らの意志で自分らしく、住み慣れた地域で療養
しながら安心して暮らしていけるよう、地域密着型サービスの整備を推進します。 

（オ）整備量については、今後の高齢化の推移、待機者の状況、市民ニーズ、既存施設の整備状
況、医療計画との整合性等を踏まえながら、給付と負担のバランスにも留意し、様々な状
況の変化に対応できる介護サービス提供体制の確保に努めるとともに、在宅サービス等
も含めた広い視点で必要なサービスの検討を行い、設定します。 

　② 各サービスの整備方針 
（ア）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）※地域密着型を含む
　　　介護老人福祉施設については、これまでの整備により利用率は安定し、待機者も多い
状況ではなく施設を選ばなければ入所できる状況にあるため、現在の定員数を維持します。 

（イ）介護老人保健施設
　　　介護老人保健施設については、これまでの整備により利用率が安定しているため、現在
の定員数を維持します。 

（ウ）介護医療院
　　　介護医療院については、これまでの整備により利用率が安定しているため、現在の定員
数を維持します。また、医療計画における医療療養病床からの転換及び介護療養型医療
施設からの転換は令和５(2023)年度末で完了します。 

（エ）認知症対応型共同生活介護 （認知症高齢者グループホーム） 
　　　今後の認知症高齢者の推移や老朽化等により廃止する事業所の状況等を考慮し、現在
の床数維持のため、認知症対応型共同生活介護を整備します。整備にあたっては、１事業
所２ユニット（定員18名）を基本として、新設、増床などの手法にて行います。 

（オ）特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム） ※地域密着型を含む 
　　　施設の老朽化等により廃止する事業所の状況等を考慮し、現在の床数維持のため、特
定施設入居者生活介護を整備します。 

　　　また、本市の将来を見据えて、生産性の向上、介護人材の育成、科学的介護の推進など
の課題に対応できる施設整備を行います。 

　　　整備にあたっては、新設や、既存施設の有効利用の観点から転換などの手法も含めて
行います。 

（カ）地域密着型サービスの整備（施設・居住系を除く） 
　　　高齢者が、医療や介護が必要となっても、自らの意志で自分らしく、住みたい場所で
在宅生活を継続できるよう、地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）の整備を推進します。 
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【施設・居住系サービスの整備目標】

種　別 単位 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 令和８年度末 増加量

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

人

介護老人保健施設 人

介護医療院 人

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

人

特定施設入居者生活介護
（介護付き有料老人ホーム）

人

※　令和５年度末には、開設予定分を含む。

※　介護老人福祉施設には、地域密着型介護老人福祉施設を含む。

※　特定施設入居者生活介護には、地域密着型特定施設入居者生活介護を含む。

【施設・居住系サービスの整備目標】

※　介護老人福祉施設には、地域密着型介護老人福祉施設を含む。

※　特定施設入居者生活介護には、地域密着型特定施設入居者生活介護を含む。

※　令和５（2023）年度末には、開設予定分を含む。

参考【その他の老人福祉施設等の整備状況】※老人福祉法上の施設 

種　別 単位

軽費老人ホーム（経過的軽費老人ホーム400人を含む） 人

養護老人ホーム 人

生活支援ハウス 人

利用定員

※　サービス付き高齢者向け住宅は有料老人ホームに該当する開設済み分

参考【有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の整備状況】※老人福祉法上の施設 

種　別 単位

住宅型有料老人ホーム 人

サービス付き高齢者向け住宅 人 1,324

入居定員

　③ 施設サービス量の見込み （再掲）
施設種別ごとの利用状況や施設整備計画などから、利用量を見込んでいます。 
【第９期（令和６(2024)年度～令和８(2026)年度）サービス利用見込量】 

単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

人/月

介護老人保健施設 人/月

介護医療院 人/月

介護給付

施
設
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（１）地域支援事業の概要  
　地域支援事業は、高齢者が要支援・要介護状態となることを予防し、又はその軽減や悪化
の防止を図り、可能な限り地域で自立した生活を送ることができるように支援するものであり、
「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事業」により実施します。

　① 介護予防・日常生活支援総合事業
（ア）介護予防・日常生活支援総合事業の見込み量 
　　　介護事業者（専門職）による予防給付型サービス、民間企業・ＮＰＯ法人等による基準を
緩和した生活支援型サービス、住民主体による支援サービス、介護予防に重点を置いた
期間限定の短期集中予防型サービスについては、過去の実績と年度ごとの高齢者数等を
踏まえ、サービス量を推計しました。 

 　また、すべての高齢者等を対象とした一般介護予防事業の参加者数については、過去
の実績と年度ごとの高齢者数等を基に見込み量を推計しました。 

 　地域リハビリテーション支援体制推進事業は、関係者が市民のニーズに応じた質の高い相
談支援ができるよう、リハビリテーション専門職の助言・提案等の活用度を見込んでいます。 

 　なお、今後もこのサービスのあり方について、介護や福祉に関する国や地域ニーズの
動向を見ながら検討を行っていきます。 

4 地域支援事業について

※１ バランスチェックシートの維持改善率 ※２ 総開催回数

※３ アンケートでリハビリテーション専門職の助言等により高齢者の自立支援に活かすことができたと回答した割合

※介護予防・日常生活支援総合事業の内、数値化できるものを掲載

【実施事業の例】

単 位 令和6年度 令和7年度 令和8年度

介護予防・生活支援サービス事業

（予防給付型・生活支援型）
件／年

介護予防・生活支援サービス事業（サービスＢ） 件／年

介護予防・生活支援サービス事業

（短期集中予防型）
人／年

介護予防ケアマネジメント事業 件／年

食生活改善推進員による訪問事業
％

※1

高齢者地域交流支援通所事業
回／年

※2

介護支援ボランティア事業 人／年

住民主体による生きがい・健康づくりの場推進事業 箇所／年

地域リハビリテーション支援体制推進事業
％

※3

地域リハビリテーション活動支援事業 件／年

一

般

介

護

予

防

事

業

○介護予防・日常生活支援総合事業

介

護

予

防

・

生

活
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援

事

業

サ

ー
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【実施事業の例】
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（イ）介護予防・日常生活支援総合事業見込み量の確保のための方策 
　　　高齢者が支援や介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で安心して生活が続け
られるよう、日常生活において介護予防や健康づくりを進めていきます。介護予防・日常
生活支援総合事業における介護予防や健康づくりの取組みは第５章に掲げています。 

　② 包括的支援事業
（ア）包括的支援事業の見込み量 
　　　要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を
送ることができるよう支援します。 

　　　高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよ
う、在宅医療と介護が切れ目なく提供される環境づくりのため、北九州医療・介護連携プ
ロジェクト推進事業（とびうめ＠きたきゅう）の登録者数の増加を見込んでいます。

　　　生活支援体制整備事業では、住民主体の生活支援体制を構築するため、地域支援コー
ディネーターが支援する協議体数の増加を見込み推計しました。 

　　　地域ケア会議推進事業では、オンライン開催が可能な環境の整備を行い、感染拡大期
でも地域ケア会議の実施に取り組み、令和５(2023)年度には、年間611回開催しました。
開催回数を維持し、個別や地域課題の解決に向けて取組みを進めます。 

【実施事業の例】

○包括的支援事業 単 位 令和6年度 令和7年度 令和8年度

地域包括支援センター運営事業 包括数

高齢者あんしん法律相談事業　 件／年

高齢者住宅相談事業　 件／年

件／年

高齢者の虐待防止事業
人／年

※4

北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議 回／年

北九州医療・介護連携プロジェクト推進事業 登録者数

協議体数

人/年

※5

認知症地域支援・ケア向上事業
箇所数

※6

地域ケア会議推進事業 回／年

生活支援体制整備事業

高齢者排泄相談支援事業

※４　高齢者・障害者虐待研修会参加人数　　　　※５　従事者研修受講者数　　　　※６　認知症カフェの箇所数

※　包括的支援事業のうち、数値化できるものを掲載
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（イ）包括的支援事業の見込み量の確保のための方策 
　　　地域包括支援センターでは、総合相談、介護予防ケアマネジメント、権利擁護事業、地
域ケア会議などを包括的に行うと共に、国の動向を踏まえ、円滑に業務が実施できるよう
体制整備を行っていきます。

　　　医療・介護等の多職種との連携や地域関係者とのネットワークを活用しながら、高齢者
を取り巻く複雑・困難な課題への対応や「自立支援」「介護予防」に関する取組みは第５章に
掲げています。

　③ 任意事業
（ア）任意事業の見込み量
　　　地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことが
できるようにするため、介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、被保険者及び要介
護被保険者を現に介護する者等に対し、地域の実情に応じた必要な支援を行うことを目的
とします。

　　　在宅高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置する、あんしん通報システム事業について
は、広報の充実・拡大により、新規利用者の増加を図ります。

　　　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、地域のニーズ等を踏まえ
ながら、訪問給食など在宅福祉サービスを後期高齢者数や要介護度を基にサービス量を
推計しました。なお、寝たきり等高齢者の在宅生活を支える「おむつ給付サービス事業」に
ついては、任意事業から保健福祉事業へ移行し、全額保険料財源で継続します。

【実施事業の例】

※７　アンケートでリハ職の助言内容をケアプラン作成に反映した割合　※８　成年後見制度に係る相談件数

※　任意事業のうち、数値化できるものを掲載

○任意事業 単 位 令和 年度 令和 年度 令和 年度

介護保険適正化事業

ケアプランチェック 事業所数

福祉用具貸与の点検
％

※７

給付費通知 通／年

事業適正化（研修の実施） 人／年

家族介護慰労金支給事業 人／年

成年後見制度利用支援事業
件／年

※８

住宅改修支援事業 件／年

高齢者住宅等安心確保事業 戸／年

介護保険相談事業 箇所／年

訪問給食サービス事業 人／年

あんしん通報システム（高齢者分） 件／年

高齢者緊急時あんしん事業 個／年

※７ アンケートでリハ職の助言内容をケアプラン作成に反映した割合 ※８　成年後見制度に係る相談件数

【実施事業の例】
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（イ）任意事業の見込み量の確保のための方策 
　　　高齢者が人生の最期まで安心して生活できる環境づくりのため、多様なニーズに沿っ
た対策、様々な生活課題の解決に向けた取組みは第５章に掲げています。

（２）地域支援事業一覧
事業区分とその視点 ■事業名（※印は再掲） 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

◆介護予防・生活支援サービス事業 

要支援相当者を対象として、活動的で生きがいのある　

生活や人生を送ることができるよう支援する。

■介護予防・生活支援サービス事業 

　（予防給付型・生活支援型、サービス B、 

　短期集中予防型、審査支払手数料） 

■介護予防ケアマネジメント事業 

◆一般介護予防事業 

すべての高齢者を対象として、介護予防に向けた取組み

が主体的に実施されるような地域社会の構築を目指して、

介護予防に関する活動の普及・啓発や地域における自発

的な介護予防に資する活動の育成・支援を行う。 

■食生活改善推進員による訪問事業 

■介護予防普及啓発事業 

■高齢者地域交流支援通所事業 

■地域介護予防活動実践者支援事業 

■介護支援ボランティア事業 

■住民主体による生きがい・健康づくりの場推進事業 

■北九州市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査事業 

■地域リハビリテーション支援体制推進事業 

■地域リハビリテーション活動支援事業 

包
括
的
支
援
事
業

◆地域包括支援センターの運営 ■地域包括支援センター運営事業 

◇介護予防ケアマネジメント 

要支援相当者の自立支援に向けて、専門職と

して、必要な支援が包括的かつ効率的に実施

されるように利用者へ提案し、利用者が自ら

選択できるよう必要な援助を行う。

※介護予防ケアマネジメント事業 

※地域ケア会議推進事業 

※地域包括支援センター運営事業

◇総合相談支援事業 

地域における関係者とのネットワークを構築

するとともに、高齢者の状況等を把握し、地

域における適切な保健・医療・福祉サービス

や制度の利用につなげるための支援を行う。 

■高齢者あんしん法律相談事業 

■高齢者住宅相談事業 

■高齢者排泄支援相談事業 

■高齢者支援のための地域づくり事業 

※地域包括支援センター運営事業 

◇権利擁護事業 

高齢者の尊厳を保持し、住み慣れた地域でそ

の人らしい生活を支援するため、高齢者の虐

待防止及び権利擁護に関する事業を行う。 

■高齢者の虐待防止事業 

※地域包括支援センター運営事業

◇包括的・継続的マネジメント支援事業 

地域における連携・協働の体制づくりや介護

支援専門員に対する支援等を行う。 

■北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議 

※地域ケア会議推進事業 

※地域包括支援センター運営事業

◆社会保障充実分 

　地域包括ケアシステムの構築に向けて重点的に取り組ん

　でいくべき事業を行う。 

■北九州医療・介護連携プロジェクト推進事業 

■在宅医療普及啓発事業 

■生活支援体制整備事業 

■認知症地域支援・ケア向上事業 

■認知症初期集中支援チーム運営事業 

■地域ケア会議推進事業 

※地域包括支援センター運営事業 

任
意
事
業

◆介護給付等費用適正化事業 

　介護給付等に要する費用などの適正化に資する事業を

　行う。 

■介護保険適正化事業 

◆家族介護者支援事業 

　虐待防止や在宅介護の継続に欠かせない家族介護者の

　精神的・身体的負担軽減に資する事業を行う。 

■認知症高齢者等安全確保事業 

■家族支援等推進事業 

■家族介護慰労金支給事業

◆その他 (地域自立生活支援等 ) 

　高齢者の自立を支援するための福祉サービスを提供

　する。

■成年後見制度利用支援事業 

■住宅改修支援事業　 

■高齢者住宅等安心確保事業 

■介護保険相談事業 

■訪問給食サービス事業 

■あんしん通報システム（高齢者分） 

■高齢者緊急時あんしん事業 
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（１）これまでの介護サービス給付費等の推計 
　高齢化の進展で介護が必要な高齢者が増え、介護給付費が毎年増加しています。今後も
「団塊ジュニア」と呼ばれる世代が65歳以上となる、令和22(2040)年に向けて、給付と負担
のバランスを図りつつ、制度の持続可能性を高めていくことが重要です。本市の場合、制度創
設時の平成12(2000)年度と令和４(2022)年度を比較すると、サービス利用者1.8万人から
4.8万人（約2.7倍）、介護サービス費用では343億円であったものが977億円（約2.8倍）と
なっており、保険料月額3,150円が6,540円（約2.1倍）となっています。 

5 第１号被保険者保険料の見込み

第

一

第

二

第

三

第

四

第

五

第

六

第

七

第

八

計画期間 介護給付費（介護サービス等の費用） ※地域支援事業を含む
一般会計からの

繰入金額
保険料額

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

円
（基準額）

億円

億円

億円

億円

億円

１２年度

１３年度

１４年度

１５年度

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

２０年度

２１年度

２２年度

２３年度

２４年度

２５年度

２６年度

２７年度

２８年度

２９年度

３０年度

Ｒ元年度

Ｒ２年度

Ｒ３年度

Ｒ４年度

Ｒ５年度

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円（予算額）

億円

億円

倍

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

資 

料

第
１
章

− 131−



（２）今後の介護給付費の見込み   
① 介護給付費の推移
介護給付費については、介護サービス利用者数の増加により、今後も増加が見込まれます。 

332.3 350.0 367.8 392.6 401.6 414.6 416.1 419.5 434.0 436.7 459.4 466.1 513.3 517.4 522.5 524.5 527.0 536.5 523.0 484.0 457.1

323.3 332.5 346.9 354.7 363.1 369.7 381.6 397.0 410.9 413.3 419.0 417.0
439.1 433.7 438.0 445.6 457.3 466.7 460.7

427.5
401.736.9 39.7 42.3 43.4 48.5 49.4 49.2 51.2 54.9 56.3 51.9 48.4

50.6 55.5 56.1 56.7 58.0 58.6 56.5
52.5

50.1

692.5 722.2 757.0 790.7 813.2 833.7 846.9 867.7 899.8 906.3 930.3 931.5
1,003.0 1,006.6 1,016.6 1,026.8 1,042.31,042.3 1,061.81,061.8 1,040.21,040.2

964.0964.0
908.9

0
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1,000

1,100

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22 R27 R32

その他サービス
施設・居宅系サービス
在宅サービス

（億円）

（億円）

※R5は計画値
推 計

※ 地域支援事業を含まない
※ 在宅サービスには特定施設入居者生活介護（地域密着）と認知症対応型共同生活介護は含まない

介護給付費（総給付）の推移

※ 地域支援事業を含まない

※ 在宅サービスには特定施設入居者生活介護（地域密着）と認知症対応型共同生活介護は含まない

※ 令和12（2030）年以降の介護給付費については令和5（2023）年の実績に基づく推計

② 地域支援事業を含む介護給付費等の合計
　地域支援事業を含む介護給付費等の合計は、令和６(2024)～８(2026)年度の３年間にお
ける介護給付費を約3,051億円、地域支援事業費を約152億円、合計で約3,203億円を見
込んでいます。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 合計 令和12年度 令和17年度 令和22年度 令和27年度 令和32年度

930 億円 931 億円 1,003 億円 1,007 億円 1,017 億円 1,027 億円 3,051 億円 1,042 億円 1,062 億円 1,040 億円 964 億円 909 億円

46 億円 46 億円 58 億円 48 億円 52 億円 52 億円 152 億円 54 億円 51 億円 49 億円 48 億円 46 億円

28 億円 28 億円 37 億円 31 億円 34 億円 34 億円 99 億円 32 億円 30 億円 28 億円 27 億円 26 億円

包括的支援・任意事業 18 億円 18 億円 21 億円 17 億円 18 億円 18 億円 53 億円 22 億円 21 億円 21 億円 21 億円 20 億円

976 億円 977 億円 1,061 億円 1,055 億円 1,069 億円 1,079 億円 3,203 億円 1,096 億円 1,113 億円 1,089 億円 1,012 億円 955 億円計

将来の見込み

区分

介護給付費

地域支援事業費

第第 期事業計画

※計画※実績 ※実績

介護予防・日常生活支援
総合事業

期事業計画

（３）被保険者1人当たりの介護給付費の見込み   
　介護給付費を本市の被保険者1人当たりの月額にすると、在宅サービスと施設・居住系
サービスの合計は、令和６(2024)年度は27,380円、令和７(2025)年度は27,787円、令和８
(2026)年度は28,219円と、上昇傾向になっています。

※令和５（2023）年度は8月サービス利用分までの実績、令和６（2024）年度以降は推計。

　介護予防サービスは含み、地域支援事業費とその他給付費は含まない。 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

在宅サービス

施設・居住系サービス

3.4%増加 1.1%増加 2.8%増加 5％増加 1.4%増加 1.5％増加

※令和５年度は 10 月事業状況報告（速報値）、令和６年度以降は推計値

被保険者1人あたり介護給付額
（月額）

給付額

対前年度比伸び率
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（４）介護給付費等の負担割合    
　介護保険のサービスにかかる費用は、利用者が１割（一定以上の所得がある人は２割又は３
割）を負担し、残りは介護保険から給付され、その財源を保険料と公費（税金）で賄っています。 
　公費は国、県、市で負担し、保険料は第１号被保険者（65歳以上の方）及び第２号被保険者（40
～64歳の方）で負担します。このうち、第１号被保険者の保険料で負担する割合は、第２号被保
険者との全国の人口比により、第８期に引き続き23％となります。 

※普通調整交付金の交付率を5％と仮定し、国負担分に含むものとする（包括的支援事業・任意事業を除く）

【介護給付と地域支援事業費の負担割合】 

市町村特別給付及び保健福祉事業
は、地域の実情に基づき、きめ細か
く保健事業運営ができるようにする
ものです。
財源は第1号保険料で構成されてい
ます。
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（5）第９期介護保険料の考え方  
　介護保険料は、介護保険事業計画で定めるサービス費用の見込み額等に基づき、３年間を
通じて同一の保険料額を設定し、財政の均衡を保つよう設定されます。
　第９期（令和６(2024)～８(2026)年度）における北九州市介護保険料の考え方は、次のとお
りです。

　① 国における保険料段階の多段階化検討
　国は介護保険制度の持続可能性確保の観点から、１号被保険者間での所得再分配機能を
強化し、低所得者の保険料上昇を抑制する必要があるとして、令和５（2023）年１２月２２日の
社会保障審議会介護保険部会に、新たな介護保険料の段階設定と乗率設定を示しました。

（下図出典：令和５（2023）年１２月２２日　第110回社会保障審議会介護保険部会資料（一部改変）） 
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第８期における保険料段階・乗率（公費軽減後）

本市第８期（ 段階）

国 旧標準（９段階）

第９期における保険料段階・乗率（公費軽減後）

国 新標準（ 段階）

本市第９期（ 段階）

② 北九州市における介護保険料段階と乗率の設定 
　北九州市では、きめ細やかに介護保険料を設定するため、第８期までに、国が示す旧標準
段階の第６段階・第７段階・９段階を細分化し、本市独自の段階・乗率設定を行ってきました。 
　本市が第８期までに行った、きめ細やかな保険料段階・乗率設定を尊重しつつ、国の検討
結果を踏まえ、第９期の介護保険料は段階設定を15段階とし、最高乗率を2.4とします。 
　新第11段階から新第15段階までの基準所得金額（境界所得）及び乗率は、今後の介護
給付費の増加を見据え、保険料の上昇が見込まれる際の、給付と負担の議論に資するよ
う、国の新標準段階・乗率に合わせます。 

③ 介護保険料算定における介護給付準備基金（保険料剰余分）の活用 
　介護保険料の剰余分は、介護給付準備基金に積み立てることとされており、活用にあ
たっては、国が基本的な考え方を示しています。 
　北九州市でも第８期における保険料剰余分を介護給付準備基金に積み立てており、第９
期においても介護保険財政の運営上必要な金額を勘案しながら、介護保険料の上昇抑制
に資するよう充当します。

【（参考）これまでの見直し】 

第３期（平成18～20年度）、第４期（平成21～23年度）、第５期（平成24～26年度）、 

第６期（平成27～29年度）、第８期（令和３～５年度） 
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　　 【国が示す基本的な考え方】
（ア）次期計画期間に歳入として繰り入れ、介護保険料の上昇抑制に充てることが１つの考え方

であること

（イ）介護給付準備基金の適切な取崩しを検討すること

④ 公費による低所得者の保険料軽減  
　介護保険制度の持続可能性を高める観点から、平成27（2015）年４月、令和元（2019）
年10月と２段階で導入された、公費投入による低所得者の保険料負担軽減（保険給付費に
係る５割の公費負担（国・県・市）とは別枠で、国１/２、県１/４、市１/４で公費負担するもの）の
仕組みを引き続き活用し、第１～３段階の保険料率の引下げを行います。

（６）第１号被保険者保険料  
　第１号被保険者の介護保険料は、介護サービスの利用量などの見込みにより算出された
「保険給付費」、「地域支援事業費」などの費用を基に、第１号被保険者が負担する費用を算出
し、保険料額（基準額）を決定します。 

第１号被保険者の第９期介護保険料（基準額）　月額　６，５９０円

参　考

《第1号被保険者保険料（基準額：月額）の算定方法（概算）》 

3年間の介護給付費・
地域支援事業費

第1号被保険者の
負担割合(23%) 介護給付費準備基金 ÷ 12月× －

3年間の第1号被保険者数

※ （介護保険の国庫負担金の負担等に関する政令（平成10（1998）年政令第413号）第５条により）令和６年度から令和８年度までの

　　第１号被保険者の負担率は23％、第２号被保険者の負担率は27％。

※介護保険料の剰余分である「介護給付準備基金」を保険料上昇抑制のために活用しています。
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第9期介護保険料の設定イメージ
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第２
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世帯全員が市民税非課税

生活
保護
受給
者等

本人が市民税非課税

第14
段階

第15
段階

保険料

（月額:円）

【　　】は

公費軽減後

保険料率

（　　）は

公費軽減後

世帯の中に

市民税課税者がいる

合計所得
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320万円

以上

420万円

未満

合計所得

金額

520万円

以上

620万円

未満

第12
段階

基準額

基準額

公費軽減割合

公費軽減割合

◆第 9期（令和 6～令和 8年度）の保険料段階

◆第８期（令和３～令和５年度）の保険料段階

【第８期からの変更点】

国が見直しを行った第１号保険料の標準段階 （13段階） を踏まえ、

〇保険料段階を13段階から15段階に変更します。

〇新第11段階～新第15段階の保険料率を国の標準段階（第9段階～第13段階）に合わせます。

新第11段階 （1.7）、 新第12段階 （1.9）、 新第13段階（2.1）、

新第14段階 （2.3）、 新第15段階 （2.4）

〇新第11段階以降の段階を区分する基準所得金額を国の標準段階 （第9段階～第13段階）  に合わせます。

新第11段階と新第12段階を区分する基準所得金額 （420万円）

新第12段階と新第13段階を区分する基準所得金額 （520万円）

新第13段階と新第14段階を区分する基準所得金額 （620万円）

新第14段階と新第15段階を区分する基準所得金額 （720万円）
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第1号被保険者の第９期（令和６年度～８年度）介護保険料

段階 対 象 範 囲 保険料算定方法
（基準額×保険料率）

保険料額

（月額）

第１段階

生活保護受給者、中国残留邦人等支援給付

受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全員

が市民税非課税の人

－
基準額× 約 円

本
人
が
市
民
税
非
課
税

世帯全員が

市民税非課税

本人の前年の

「課税年金収入額（ア）」

と「その他の合計所得

金額（イ）」の合計金額

が右記に該当する

万円以下

第２段階
万円超

万円以下
基準額× 約 円

第３段階 万円超 基準額× 約 円

第４段階 世帯の中に

市民税課税の

人がいる

万円以下 基準額× 円

第５段階 万円超 基準額 約 円

第６段階

本
人
が
市
民
税
課
税

本人の前年の

「合計所得金額（ウ）」が右記に該当

する

万円未満 基準額× 約 円

第７段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第８段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第９段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階
万円以上

万円未満
基準額× 約 円

第 段階 万円以上 基準額× 約 円

（ア）「課税年金収入額」とは、国民年金や厚生年金など市民税の課税対象となる年金収入額の合計
です。遺族年金・障害年金などの非課税年金は含みません。 

（イ）「その他合計所得金額」とは、「合計所得金額」から公的年金等に係る雑所得（公的年金等
収入額から公的年金等控除額を差し引いた金額）を差し引いた金額をいいます。

　　なお、「その他合計所得金額」がマイナスの場合、０円として計算します。 
（ウ）「合計所得金額」とは、税法上の合計所得金額（前年の収入金額から必要経費等に相当す

る額を差し引いた金額で、税法上の各種所得控除や上場株式等の譲渡損失に係る繰越控
除等を行う前の金額）から土地や建物の売却に係る短期・長期譲渡所得の特別控除額を差
し引いた金額をいい、マイナスの場合は0円として計算します。 

　　なお、公的年金等控除等の見直しに伴う考慮は、令和5年度で終了しました。

（7）本市独自の保険料の負担軽減制度  
　保険料所得段階の第２段階又は第３段階の方で、生活困難により介護保険料の支払が難し
く、収入や資産など一定の基準を満たす方に対し、保険料額を第１段階に減額する制度を第９
期においても引き続き実施します。 
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　介護給付等に要する費用の適正化は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真
に必要とする過不足のないサービスを、介護サービス事業者が適切に提供するよう促すことです。 
　適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高
め、持続可能な介護保険制度の構築に努めます。 

（１）要介護認定の適正化 
　介護保険の利用にあたっては、要介護認定を受ける必要があり、決定された要介護度に応
じた区分支給限度額の範囲内で保険給付が行われます。また、サービスはケアプランに基づ
き提供され、適正に保険給付を行う仕組みが制度に内在しています。 
　そのため、介護保険利用の入り口となる要介護認定を、国が定める全国一律の基準に基づ
き客観的かつ公平・公正に実施するため、次の取組みを行います。 

①　認定調査員が、要介護認定申請者の身体能力等を適切に評価できるよう研修を実施します。
　　また、介護認定審査会委員が合議体において適正に審査判定できるよう研修を実施します。 

②　認定調査員ごとに評価がばらつかないよう、調査結果の全件点検を実施します。 

③　介護認定審査会の中に平準化委員会を設置し、各合議体の審査判定の適正化を図ります。 

（2）ケアプランの検証・チェック 
　国の「介護給付費適正化に関する指針」に基づき、適正な給付の実施と介護支援専門員の
ケアマネジメント業務を支援するためケアプランチェックを実施しています。 
　ケアプランチェックは、ケアプランがケアマネジメントのプロセスを踏まえ「自立支援」に資
する適切なケアプランとなっているかを、介護支援専門員とともに検証確認しながら、介護支
援専門員の「気づき」を促すとともに「自立支援に資するケアマネジメント」とは何かを追求す
ることにより、受給者が真に必要とするサービスの確保を図ります。 

（3）縦覧点検・医療情報との突合 
　国の「介護給付適正化主要事業」の一つで、医療費情報との突合（医療給付情報と介護給付
情報を突合し整合性の点検を行う）及び縦覧点検(複数月の介護給付費明細書における算定
回数の確認やサービス間・事業所間の給付の整合性を確認する)を福岡県国民健康保険団体
連合会に委託し、給付状況等を確認したうえで、疑義がある給付内容で重複請求等請求の誤
りが判明した場合は過誤申立等を行うことにより、介護給付の適正化を図ります。

（4）住宅改修等の点検 
　住宅改修費の給付費適正化に向けて、工事見積書等の申請内容の点検や受給者宅の訪問
調査等により、受給者の状態にそぐわない不適切又は不要な住宅改修の防止を図ります。 
　また、適正な住宅改修の実施のため、施工業者や介護支援専門員等を対象とした研修会を
実施します。 

6 介護給付等に要する費用の適正化事業
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（5）介護給付費通知 
　受給者に対して、事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付状況等を通知することによ
り、受給者や事業者に対して適切なサービスの利用と提供の普及啓発をするとともに、サービ
スの利用状況を改めて確認し、適正な請求に向けた抑制効果を図ります。  

（6）福祉用具貸与調査 
　リハビリテーション専門職が福祉用具の必要性や利用状況等についてケアプランの点検等
を行い、用具の妥当性や利用における注意点等をケアマネジャーに助言・提案することによっ
て、高齢者の身体状況や環境に適した必要な福祉用具の利用につなげ高齢者の自立支援を
推進します。

（１）現状と課題 
　本市の生産年齢人口は一貫して減少する見込みで、介護関係のみならず全産業で人材確
保が厳しい状況になることが予想されています。また、北九州地域における介護関係の有効
求人倍率は3.14倍で、全産業の1.4倍に比べて高水準で推移しています。 
　また、本市が令和５(2023)年６月に実施した介護保険サービス意向調査では、介護保険
サービス事業者の約６割が介護職員の不足を感じており、介護現場における人材不足感が高
い傾向にあります。 
　今後も、質の高い介護サービスを提供する体制を維持するためには、元気な高齢者や外国
人など多様な人材の参入促進、離職防止のための働きやすい職場づくり、介護職の魅力向上
や介護ロボット・ＩＣＴ等を活用した介護現場の生産性向上など総合的な介護人材確保の対策
が必要です。

（2）介護人材の確保（介護現場への参入促進） 
　本市では、必要な介護サービスを提供するための介護人材を、安定的に確保するため、多様
な人材の参入促進、介護の仕事の魅力発信などに取り組み、介護事業者を支援します。 

7 介護人材の確保・定着について

資料：福岡労働局「北九州地域バランスシート（常用・フルタイム） 資料：介護労働実態調査、北九州市介護保険サービス意向調査
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① 介護職の魅力の発信とイメージアップ 
　これまで介護職の魅力発信やイメージアップのため、「介護のしごと出前授業」の開催やハ
ローワークでの「介護職ＤＶＤセミナー」等を実施してきました。さらに、介護職に対する認知
度の向上やイメージアップに向けた情報や、働きやすい職場環境づくりに取り組む事業所な
ど一定の基準を満たした介護事業者の求人情報などを掲載したＷｅｂサイトを構築し、介護
の魅力をアピールするとともに、介護事業者の求人活動を支援し、多様な人材の参入促進に
つなげます。

② 国や県との連携と役割分担の明確化
　介護人材を確保するにあたっては、国や県と連携し、それぞれの役割を果たす必要があり
ます。具体的には、国は介護職員の賃金改善や介護報酬等の制度設計を、県は福祉人材セン
ターや就学資金貸付など地域医療介護総合確保基金を活用した広域展開が必要な事業を、
本市は介護ロボット・ＩＣＴ等を活用した介護現場の新たな働き方「北九州モデル」の普及促
進のほか介護職員の介護技術向上に向けた研修など市内の介護事業者を支援する役割を
担っています。また、国や県に対しては、必要に応じて提案や要望を行うなどにより人材確保
に向けた取組みの改善や充実を求めます。

③ 外国人介護人材の質の確保と定着促進 
　外国人介護人材が、介護の現場において円滑に仕事を進められるように、コミュニケー
ション能力や介護技術の向上などの研修を受ける機会の確保に努めます。 
　介護現場での実務経験を重ねながら国家資格である介護福祉士を取得し、日本の介護現
場で長く働いていただくことを目標にします。

④ 地域の担い手確保 
　地域で、いつまでも自立して生活していくためには、生活支援等サービスの提供は不可欠
ですが、現在、介護人材不足が顕著であることから、地域での担い手を確保するための取組
みを進めます。

介護のしごと出前授業

❖ 車いす体験 ❖
実際に車いすを押したり乗ったりしながら、
声掛けの仕方や注意が必要な点を学びます。

❖ 高齢者疑似体験 ❖
体が重い・視界が悪い高齢者の状態を体験し、

高齢者の気持ちを考えます。
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（3）介護人材の定着（介護職員の資質の向上、働きやすい職場づくり支援） 
　介護現場で働く人たちの離職を防止し定着させることは、人材確保と同様に極めて重要で
す。本市では介護人材の定着にあたり、介護職員の処遇改善加算の取得促進や、働きやすい
介護職場の実現に向けた取り組みを推進します。 

① 介護職員処遇改善加算（介護報酬）の取得促進 
　介護職員処遇改善加算は、介護事業所が介護職員の賃金改善や職員の資質向上に取り組
むなど、国が定めた要件に適合することで、事業所が受け取る介護報酬に加算を行う仕組みで
す。処遇改善加算を取得することで、介護職員の昇給と結びついたキャリアアップの仕組みが
同時に構築できることから、介護人材の定着・安定確保につながると考えています。今後も、多
くの事業所が加算を取得できるよう支援します。 

② 働きやすい職場づくり 
　介護職員の職場定着には、やりがいをもって働き続けられる環境の整備が必要不可欠であ
ることから、職場の良好な人間関係作りや福利厚生の充実、ハラスメント対策を含む相談体制
の整備など、事業者が主体となって働きやすい職場づくりに向けた取組みを推進していくこと
が重要です。そのため、経営者や管理者を対象に、業務改善・労働環境の改善手法や体制整備
のための収益を確保する経営理論を習得するためのセミナー等を通じて、働きやすい介護職
場の実現に向けた介護事業者の取組みを支援します。

③ 人材育成（資質の向上） 
　介護職員の資質及び専門性を向上することは、良質な介護サービスの提供だけではなく、
「仕事に対するストレスや不安の軽減」「不適切な介護や虐待の防止」につながり、離職防止や
定着促進を図るうえで重要です。そのために、介護職員を対象として階層別、テーマ別に複数
の研修を実施し、人材育成（資質の向上）に努めます。 

④ 文書削減の推進 
　介護現場の負担としては、指定申請や報酬請求等に係る文書負担や、自治体ごとに異なる
様式や解釈等のいわゆる「ローカルルール」への対応等が指摘されています。本市において
は、国が進める「電子申請・届出システム」を導入し申請様式の標準化を図る等文書負担の見
直しを行い、介護現場の業務効率化につながる取組みを進めます。
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（１）事業計画におけるＰＤＣＡサイクルの推進 
　要介護認定者の推移及び介護給付費や各サービスの整備状況の推移を把握し、計画の達
成状況を定期的に点検・評価するＰＤＣＡサイクルの推進に努めます。 
　また、評価結果は外部の有識者会議やホームページ等を通じて、公表するよう努めます。 

（2）保険者機能強化推進交付金等を活用した高齢者の自立支援事業
　介護予防に協力する市内の医療機関等のリハビリテーション専門職が高齢者サロン等の地
域活動の場に出向き、介護予防や健康づくりについて市民に具体的な活動方法等の助言・指
導等を行います。

（３）自立支援•重度化防止に向けたケアマネジメント
　高齢者の希望のみでなく、困りごとの本質を見極めたうえで、本人、家族、地域の社会資源
も勘案しながら、適切な支援を検討するとともに、生活習慣病をはじめとする疾病の予防や管
理のために健診（特定健診・後期高齢者健康診査）の受診勧奨や治療の継続を支援し、介護の
重度化防止に努めます。

8 第９期介護保険事業計画の達成状況の点検及び評価
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介護保険サービスの概要

（１）介護サービス

＜在宅サービス＞

参考

No. サービス名 サービス概要

1 訪問介護

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴・排泄・食事などの介
助や、必要に応じて食事の支度、掃除などを行います。また、
外出が困難な人などには、通院等のために、車の乗り降りを
中心とした介助を行います。

2 訪問入浴介護 移動入浴車などで自宅を訪問して、入浴の介助を行います。

3 訪問看護 訪問看護ステーションや病院の看護師などが自宅を訪問し
て、自宅で療養するための世話や診療の補助を行います。

4 訪問リハビリテーション 理学療法士や作業療法士が自宅を訪問して、リハビリテー
ションを行います。

5 居宅療養管理指導 通院が難しい人の自宅に、医師・歯科医師・薬剤師・看護師な
どが訪問して、療養上の管理や指導を行います。

6 通所介護
特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどに日帰りで
通って、入浴・食事の介助や、機能訓練、レクリエーションなど
を行います。

7 通所リハビリテーション
老人保健施設や病院などに日帰りで通って、入浴・食事の介
助などのほか、理学療法士や作業療法士などがリハビリテー
ションを行います。

8 短期入所生活介護 特別養護老人ホームなどに短期間宿泊して、入浴・排泄・食事
などの日常生活の介助や機能訓練などを行います。

9 短期入所療養介護 老人保健施設などに短期間宿泊して、日常生活の介助のほ
か、看護やリハビリテーションなどを行います。

10 特定施設入居者生活介護
指定を受けた有料老人ホームやケアハウスなどに入所してい
る、要介護認定を受けた人を対象に、入浴・排泄・食事等の介
助や機能訓練などを行います。

11 福祉用具貸与 日常生活での自立を助ける、車いすや歩行器などの福祉用具
を貸し出します。

12 特定福祉用具販売 入浴や排泄の時に使う、入浴補助用具や腰掛け便座などの福
祉用具を購入したときに、その費用の一部を支給します。

13 住宅改修費の支給

自宅での転倒などを防ぎ、自立した生活を送りやすくするた
め、手すりの取付けや段差の解消、便器の取替えなど、住宅
内の小規模な改修を行ったときに、その費用の一部を支給し
ます。

14 居宅介護支援

介護支援専門員（ケアマネジャー）が心身の状況・環境・本
人や家族の希望などを受けて、要介護者の介護サービス計画
（ケアプラン）を作成し、適切にサービスが提供されるよう事
業者と連絡調整を行います。
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No. サービス名 サービス概要

1
定期巡回・
随時対応型訪問介護看護

重度の方を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支援する
ため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連
携しながら、短時間の定期巡回型の訪問や随時の対応を行
います。

2 夜間対応型訪問介護
夜間にホームヘルパーがおむつ交換などの介助を行うため、
定期的に訪問するほか、利用者からの連絡により、必要に応
じて訪問し介助を行います。

3 認知症対応型通所介護
認知症の要介護者がデイサービスセンターやグループホーム
などに日帰りで通って、入浴・食事の介助、機能訓練などを受
けます。

4 小規模多機能型居宅介護
家庭的な小規模施設で、日帰りで通うことを中心に、状況に
応じて宿泊したり、自宅に訪問してもらったりしながら、日常
生活の介助などを受けます。

5 看護小規模多機能型居宅介護 小規模多機能型居宅介護と訪問看護のサービスを組み合わせ
て、介護サービスと看護サービスの一体的な提供を行います。

6
認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

家庭的な環境の中で認知症の症状のある人を対象に少人数で
共同生活を送りながら、日常生活の介助や機能訓練などを行
います。

7

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）
※定員 29人以下

定員29人以下の特別養護老人ホームにおいて、日常生活の介
助や機能訓練などを行います。

8
地域密着型通所介護
※定員18人以下

特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどに日帰りで
通って、入浴・食事の介助や、機能訓練、レクリエーションなどを
行います。

No. サービス名 サービス概要

1

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）
※定員３０人以上

常に介護が必要で、自宅での介護が困難な人が入所し、日常
生活の介助や機能訓練などを受けます。

2 介護老人保健施設
リハビリテーションなどを必要とする人が入所し、日常生活の
世話も含めた介助や機能訓練などを受けて、家庭への復帰を
目指します。

3 介護医療院
長期の療養が必要な人が入所し、医学的管理のもとでの医療
や看護、機能訓練のほか、日常生活上の世話を含めた介助な
どを受けます。

＜地域密着型サービス＞

＜施設サービス＞
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（２）介護予防サービス 

＜在宅サービス＞

No. サービス名 サービス概要

1 介護予防訪問入浴介護 感染症などの理由から施設での入浴利用が困難な場合など
に、移動入浴車等で自宅を訪問して、入浴の介助を行います。

2 介護予防訪問看護
訪問看護ステーションや病院の看護師などが自宅を訪問し
て、介護予防を目的とし、自宅で療養するための世話や診療
の補助を行います。

3 介護予防訪問リハビリテーション 理学療法士や作業療法士が自宅を訪問して、生活機能を向上
させるために、リハビリテーションを行います。

4 介護予防居宅療養管理指導 通院が難しい人の自宅に、医師・歯科医師・薬剤師・看護師などが
訪問して、介護予防を目的とした療養上の管理や指導を行います。

5 介護予防通所リハビリテーション
老人保健施設や病院などに日帰りで通って、リハビリテーショ
ンを受けるほか、個人の目的にあったサービス（「運動機能・栄
養状態・口腔機能」の向上）を、選択して受けます。

6 介護予防短期入所生活介護 特別養護老人ホームなどに短期間宿泊して、介護予防を目的
とした、日常生活の介助や機能訓練を受けます。

7 介護予防短期入所療養介護 老人保健施設などに短期間宿泊して、介護予防を目的とした、
日常生活の介助、看護やリハビリテーションを受けます。

8 介護予防特定施設入居者生活介護
指定を受けた有料老人ホームやケアハウスなどに入所してい
る要支援者が、入浴・排泄・食事などの日常生活の介助や機
能訓練などを受けます。

9 介護予防福祉用具貸与 介護予防を目的として、日常生活での自立を助ける、歩行器な
どの福祉用具を貸し出します。

10 介護予防特定福祉用具販売 入浴や排泄の時に使う、入浴補助用具や腰掛け便座などの福
祉用具を購入したときに、その費用の一部を支給します。

11 住宅改修費の支給（予防）
自宅での転倒などを防ぎ、自立した生活を送りやすくするため、
手すりの取付けや段差の解消、便器の取替えなど、住宅内の小
規模な改修を行ったときに、その費用の一部を支給します。

12 介護予防支援
地域包括支援センター及び指定を受けた居宅介護支援事業
所が、生活機能の維持・改善を図るため、要支援者の介護予
防サービス計画を作成し、適切にサービスが提供されるよう
事業者と連絡調整を行います。

No. サービス名 サービス概要

1 介護予防認知症対応型通所介護
認知症の要支援者がデイサービスセンターやグループホーム
などに日帰りで通って、入浴・食事の介助や機能訓練などの
介護予防を目的としたサービスを受けます。

2 介護予防小規模多機能型居宅介護
家庭的な小規模施設で、日帰りで通うことを中心に、状況に
応じて宿泊したり、自宅に訪問してもらったりしながら、日常
生活の介助などを受けます。

3
介護予防認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

家庭的な環境の中で認知症の症状のある人が少人数で共同生
活を送りながら、日常生活の介助や機能訓練などを受けます。

＜地域密着型サービス＞
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